
自動販売機設置事業仕様書 

 

1.設置場所及び面積 

 三重県立鈴鹿青少年センター 

 〒513-0825鈴鹿市住吉町南谷口 

（設置場所及び面積並びに台数は別紙自動販売機設置一覧参照） 

 電話059-378-9811 

 

2.設置期間 

 平成30年４月１日～平成35年３月31日（５年間、更新なし） 

 

3.自動販売機の仕様 

 設置する自動販売機の機器については、次に掲げる条件を満たしたものとする。 

① 消費電力量の低減に資する技術等を導入した機種であること 

② 自販機の冷媒は、ノンフロン対応など環境に十分配慮した環境対応型であること 

③ 「自動販売機の据付基準」（ＪＩＳ規格）及び「自動販売機据付基準マニュアル」（日本自動

販売機工業会作成）を遵守した措置を講じること。なお、転倒防止用の補助板の取付位置に

ついては、施設と協議のこと 

④ 「食品、添加物等の規格基準」（食品衛生法）及び「自動販売機の食品衛生に関する自主的

取扱要領」（業界自主基準）等を遵守し、販売商品の衛生管理に万全を尽くすこと。また、

商品販売に必要な営業許可を受けること 

⑤ 硬化選別装置及び紙幣認識別装置のプログラム改変により、偽造硬貨または偽造紙幣の使

用による犯罪の防止に万全を尽くすとともに、屋内にあっても、「自販機堅牢化基準」（日本

自動販売機工業会作成）を遵守し、犯罪防止に努めること 

⑥ 設置機は新品あるいは販売動作に支障のない中古品 

⑦ 装飾は公序良俗に反しないものとする 

 

4.売上手数料率 

 別紙自動販売機設置一覧売上手数料率参照  

 

5.設置条件 

(１) 建物・土地使用料 

別紙自動販売機設置場所一覧の土地・建物使用料を納入すること 

(２) 手数料 

①販売手数料は、自動販売機の毎月の売上合計額に売上手数料率を乗じて得た額とする。 

②販売手数料は、本協会が指定する期日までに全額納入すること。 

③設置予定事業者は、各月ごとの売上合計が確認できる売上実績を、指定した期日までに書

面で本協会に報告すること。 

(３) 設置及び運営に係る費用 



① 自動販売機の設置、移転及び撤去に関する一切の費用は、設置予定事業者が負担するこ

ととする。なお、設置に工事が必要な場合は、施設の指示に従うこと。 

② 自動販売機の運転に必要な光熱水費は、全額設置予定事業者の負担とする。また、電気

使用量を計測するための専用子メーター（計量法（平成4年法律第51号）に基づく検査に

合格したものに限る。）により計測した使用量（１日始めの月末締め。計測日が施設の休館

の場合は、その直近の日とする。）を、文書にて毎月10日までに施設に提出すること。 

なお、電気使用料等については、本協会が契約を締結した、電気事業者等との契約に基

づき計算した額を請求する。 

 

6.維持管理 

 契約期間中は、次の事項を遵守すること。 

(１) 商品補充、金銭管理（つり銭の補充を含む。）などの自動販売機の維持管理は、設置事業

者の責任で行うこと。また、商品の賞味期限には十分に注意するとともに、施設行事による

来場者等の動向に留意し、在庫・補充管理を適切に行い、自動販売機のトラブルには速やか

に対応すること。 

(２) 販売する品目の容器等の種類に応じた使用済容器等の回収ボックスを必要個数設置し、

使用済容器等は設置事業者の責任で適切に回収し、容器包装リサイクル法（平成7年法律

第112号）など関係法令に基づいて適切に処理すること。なお、回収ボックスは施設の景

観を考慮したものとし、回収ボックスから使用済容器が溢れたり、周囲に散乱しないよう

十分な収容容積のものとすること。 

(３) 自動販売機の照明等の点灯時間は、施設で指定した時間帯に設定すること。 

(４) 自動販売機の設置にあたり、据付面を十分に確認したうえで安全に設置するとともに、

設置後は安全面に問題がないかを定期的に確認すること。 

(５) 衛生管理及び感染症対策については、関係法令の遵守、徹底を図るとともに関係機関等

への届出、検査等が必要な場合は遅滞なく手続きを行うこと。 

(６) 故障等の問い合わせについては、連絡先を明記し設置事業者の責任において対応するこ

と。 

  

7.利用条件 

(１) 自動販売機の設置する権利を、第三者に委譲または転貸しないこと。 

(２) 商品の搬入・廃棄物等の搬出時間及び経路については、施設と協議すること。 

(３) 商品の具体的な構成については落札決定後、事前に施設と設置予定事業者の間で調整す

ること。 

(４) 軽食等は、パンや栄養補助食品などのサプリメント、菓子類など多様な構成とするよう

努め、販売する商品については、施設と十分協議すること。 

 

8.その他 

(１) 販売価格 

     商品の販売価格はメーカー小売希望価格とすること。 

(２) 原状回復 



    設置予定事業者は、契約期間が満了または契約が解除された場合は、速やかに原状回復

すること。なお、原状回復に係る費用等は全て設置予定事業者の負担とする。 

(３) 自動販売機の破損、盗難 

① 本協会の責に帰することが明らかな場合を除き、本協会はその責を負わない。 

② 設置予定事業者は、商品及び自動販売機が汚損または毀損したときは、自らの負担によ

り速やかに回復しなければならない。 

(４) 災害時の無償提供 

  設置者は、災害時に三重県が災害対策本部を設け、災害対策本部から食料・飲料提供の

要請があったときは、当該自動販売機の在庫を無償で提供するものとする。 


